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はじめに 

 

 

本市では、平成 29(2017)年３月に「第２次日向市総合計画（計画期間：平成 29(2017)年

度～令和６(2024)年度）」を策定し、基本構想では本市が目指すまちづくりの将来像とし

て、「海・山・人がつながり 笑顔で暮らせる元気なまち」を定め、「リラックスタウン日

向」をまちのキャッチフレーズに、前期基本計画及び後期基本計画を策定し、重点戦略を中

心とした様々な施策の展開を図ってきました。 

 

しかしながら、少子高齢化の進行による人口減少、南海トラフ巨大地震や大型台風など自

然災害への不安の高まり、新型コロナウイルス感染症の影響によるデジタル化の加速や新し

い生活様式の導入など、社会経済情勢はめまぐるしく変化し、それに伴って市民ニーズも大

きく変化しています。 

 

 このような状況を踏まえ、本市では、市民の皆さんと市が、それぞれに主体的にまちづく

りを進めていくための「市民共有」の指針である「第３次日向市総合計画」を策定するとと

もに、国の「まち・ひと・しごと創生法」に基づく次期「日向市総合戦略」を策定すること

としています。 

 

 本資料集は、計画の策定に向けた基礎資料として様々な統計データを取りまとめ、本市の

現状や特性、これからのまちづくりに向けた課題などを整理したものです。 
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小学校 

 

➢ 令和元（2019）年度と令和 10（2028）年度を比較すると、児童数は、3,489 人から 2,822

人へと約 19％減少しています。 

 

 

（資料：学校教育課） 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

富高小 494 475 455 453 455 433 422 418 414 408

日知屋小 186 186 177 179 178 173 178 186 182 183

財光寺小 471 481 494 482 475 473 467 464 456 469

細島小 99 92 96 90 88 81 81 73 71 67

塩見小 136 138 118 106 103 102 94 94 94 88

平岩小 139 134 137 122 118 116 108 95 84 81

美々津小 76 72 59 52 45 43 33 31 28 22

大王谷小 680 669 663 632 600 585 562 545 520 517

日知屋東小 598 551 526 519 493 506 490 501 485 458

財光寺南小 440 440 432 451 443 433 422 428 424 420

東郷小 80 82 85 79 75 71 71 65 55 52

坪谷小 16 13 16 20 16 13 11 10 11 11

寺迫小 74 72 72 72 70 60 57 54 49 46
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令和元年度から令和10年度までの児童数の推移（小学校）
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中学校 

 

➢ 令和元（2019）年度と令和 10（2028）年度を比較すると、生徒数は、1,650 人から 1,470

人へと約 11％減少しています。 

➢ 令和６（2024）年度（推計）からの生徒数は、市外に進学する生徒が含まれているため、

実際は推計値より少ない生徒数になると考えられます。 

 

（資料：学校教育課） 

 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

富島中 457 461 440 442 425 425 387 359 348 361

岩脇中 66 65 62 77 70 69 55 60 61 58

美々津中 75 75 77 71 67 66 65 55 58 52

日向中 269 275 309 305 304 299 283 269 255 246

財光寺中 440 450 427 403 399 412 439 448 448 417

大王谷中 277 284 287 313 328 334 317 324 301 291

東郷中 66 59 52 40 40 45 40 44 43 45
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令和元年度から令和10年度までの生徒数の推移（中学校）
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児童生徒への支援 

 

➢ スクールソーシャルワーカーは、児童生徒の抱える個人的な要因や環境要因への働きかけ、

関係機関との連携を図るなど、多様な支援方法により課題解決への対応を図っています。 

➢ 支援内容の中でも「不登校」の支援件数が最も多いです。 

➢ 支援を受けている児童生徒の約半数は、スクールソーシャルワーカーの支援により、教育相

談体制が充実し、状況が好転しています。 

➢ ヤングケアラーに関しては、こども課を中心に連携して対応していますが、現状の把握や迅

速な対応について、課題も多い現状があります。 

 

（資料：学校教育課） 

  

支援状況（件） 

 件数（件） 問題が 

解決 

支援中であ

るが好転 

支援中 その他 

不登校 37 4 13 19 1 

いじめ、暴力行為、非行等の問題行動 3 1 1 1 0 

友人・教職員との関係の問題 5 1 3 1 0 

児童虐待 1 1 0 0 0 

貧困の問題 0 0 0 0 0 

ヤングケアラー 2 0 1 1 0 

家庭環境の問題 25 7 5 12 1 

心身の健康・保健に関する問題 4 0 0 3 1 

発達障害等に関する問題 8 2 1 4 1 

性的マイノリティ 0 0 0 0 0 

その他 2 2 0 0 0 

合計 87 18 24 41 4 
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放課後子ども教室登録状況 

 

➢ 令和４（2022）年度と令和５（2023）年度の登録児童数の減少要因の一つとして、令和５

（2023）年７月に７つの子ども教室のうちの１つを閉鎖したことが挙げられます。 

➢ 放課後子ども教室を開設している小学校の児童数が減少傾向にあるため、登録する児童数に

ついても今後減少していくものと考えられます。 

➢ 協働活動サポーターについては、開設当時からの登録者も多く指導者の高齢化が問題です。

新たな担い手を確保する必要があります。 

 

年度 令 和 ２ 年 度

（2020 年度） 

令 和 ３ 年 度

（2021 年度） 

令 和 ４ 年 度

（2022 年度） 

令 和 ５ 年 度

（2023 年度） 

令 和 ６ 年 度

（2024 年度） 

児童数 216 人 221 人 202 人 178 人 165 人 

指導者数 60 人 58 人 53 人 64 人 54 人 

※令和６年４月 30 日現在 

（資料：生涯学習課） 

  



 

- 5 - 

図書館と読書 

 

➢ 平成 29（2017）年度と令和４（2022）年度を比較すると、入館者は約 3 万 8,000 人、貸出

冊数は約 6 万 3,000 冊減少しています。 

➢ コロナ禍でいったん利用を控えた方の利用再開につながっていないことや学校への団体貸出

回数、館内おはなし会回数等の見直しを行ったこと等が、入館者数や利用者数の減少の主な

要因と分析しています。今後さらに図書館への来館促進と新規利用者の増加に向けた取組を

すすめる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：令和５年度日向市立図書館要覧） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：令和５年度日向市立図書館要覧） 
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（資料：令和５年度日向市立図書館要覧） 

  

実利用人数（年度内に図書館を利用した実人数）        （単位：人） 

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１ R2 R3 R4 

個人 6,920  6,639  6,606  6,346  6,133  5,875  5,363  3,989  3,819  3,877  

団体 306  304  308  311  299  290  293  326  306  323  

合計 7,226  6,943  6,914  6,657  6,432  6,165  5,656  4,315  4,125  4,200  

前年度比 △ 1,080 △ 283 △ 29 △ 257 △ 225 △ 267 △ 509 △ 1,341 △ 190 75 
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文化 

 

➢ 文化財施設の入館者数は、令和２（2020）年度以降大きく減少しています。これは、新型

コロナ禍による休館や行動抑制が要因と考えられます。 

 

 

（資料：教育総務課） 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人

文化財施設入館者数

日向市歴史民俗資料館 日向市美々津軒

日向市美々津まちなみセンター 日向市細島みなと資料館

関本勘兵衛家住宅 若山牧水記念文学館



 

- 8 - 

スポーツ 

 

➢ スポーツ教室等の参加者数は、令和２（2020）年度に大きく減少しています。参加者が子

どもや高い年齢層の方が中心であるため、コロナ禍により開催を控えざるを得ない状況が続

いたことが要因と考えられます。 

➢ スポーツ施設の利用者数は、令和２（2020）年度以降大きく減少しています。これは、コ

ロナ禍によりスポーツ施設の利用を一時休止したことが要因と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：スポーツ・文化振興課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：教育総務課） 
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男女共同参画 

 

➢ 令和２（2020）年度に実施した市民意識調査では、『男は仕事、女は家庭』に象徴される

「性別によって社会的な役割や仕事を分担するという考え方」について、「賛成」「どちらか

と言えば賛成」が 10.8％、「どちらとも言えない」が 29.4％で計 40.2％（４割超）であり、

男女共同参画社会の形成を阻害する意識は、依然として根強く存在していることが考えられ

ます。 

➢ 本調査は５年ごとに実施しており、前回調査の同値は 41.9％で、微かに改善傾向にありま

す。 

 

■「男は仕事、女は家庭」に象徴される性別によって社会的な役割や仕事を分担するという考え方について、あ

なたはどう思いますか。  

 

➢  

➢  

➢  

➢  

➢  

➢  

➢  

➢  

 

 

 

 

 

 

（資料：R2 男女共同参画社会づくりのための市民意識調査） 
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在住外国人 

 

➢ 在住外国人は、令和２（2020）年までは急激に増加していましたが、新型コロナウイルス

感染症対策で外国人の入国制限が実施されたため、令和３（2021）年及び令和４（2022）

年は一時的に減少しました。入国制限の解除に伴い、令和５（2023）年は増加に転じてい

ます。 

 

 

 

（資料：地域コミュニティ課） 
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放課後児童クラブ 

 

➢ 放課後児童クラブについて、年度当初は待機児童が出ますが、自主事業で開設されている施

設等に加入することが多い状況です。 

➢ 年度途中に退会する児童も多く、年平均利用人数は定員を下回っています。 

 

 

 平成 29 

(2017)年度 

平成 30 

(2018)年度 

令和元 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

設置箇所 10 10 10 11 11 12 

利用定員 380 380 380 420 420 460 

利用人数/月 

（平均） 
350 358 354 366 368 411 

（資料：こども課） 
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保育事業 

 

➢ 平成 29（2017）年度と令和４（2022）年度を比較すると、特定教育・保育施設の入所児童数

は、2,347 人から 2,111 人と約 10％減少しています。 

➢ 一時預かり保育事業の利用者数は、コロナ禍等により、1,364 人から 347 人と約 75％の大幅

な減少となっています。 

➢ 病児・病後児保育事業の利用者数は、平成 30（2018）年度に、病児保育施設が開設された影

響で、増加傾向となっています。 

 

 

 平成 29 

(2017)年度 

平成 30 

(2018)年度 

令和元 

(2019)年度 

令和２ 

(2020)年度 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

特定教育・保

育施設の入 

所児童数 

2,347 2,345 2,258 2,236 2,186 2,111 

病児・病後児

保育事業 
1,249 1,538 2,165 1,529 2,323 2,470 

一時預かり

保育事業 
1,364 1,305 1,171 636 679 347 

（資料：こども課） 
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児童虐待 

 

➢ 令和４（2022）年度より県から市町村へ面前 DV・泣き声通告のケース送致が開始されたこ

とで、心理的虐待の受理件数が大きく増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：こども課） 
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医療基盤 

 

➢ 人口当たりの医療基盤について、県の平均を 100 とした場合の本市の水準をレーダーチャー

トで示しています。 

➢ 病床数は、県平均を上回る水準となっています。 

➢ 医療機関数、歯科診療所数ともに県平均を下回る水準となっています。 

➢ 薬局数は、県平均を上回る水準となっています。 

➢ 医師数は、人口が集中する宮崎市が県平均を大きく上回る水準となり、他の８市は下回る水

準となっています。中でも本市は県平均を大きく下回る水準となっています。 

➢ 保健師数は、県平均を下回る水準となっています。 

➢ 看護師等（看護師及び准看護師）数は、県平均を下回る水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：宮崎県の医療薬務事情） 
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（資料）宮崎県の医療薬務事情

※病床数、医療機関、歯科診療所・・・令和2年10月1日現在

※薬局・・・令和5年3月末現在

※医師数・・・令和2年12月末現在

※保健師、看護師等・・・令和4年12月末現在

宮崎県ホームページ

※人口・・・令和5年10月1日現在 推計人口
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大腸がん検診 

 

➢ 大腸がん検診の受診率は、平成 28（2016）年度以降は横ばいで推移しています。 

➢ 令和２（2020）年度、令和３（2021）年度は、国、県の受診率を上回っています。 

 

 

（資料：地域保健報告） 
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障がい者福祉 

 

➢ 障害者手帳の所持者数は、減少傾向となっています。令和５（2023）年度は、総人口の

7.57％となっています。 

➢ 身体障害者手帳の所持者数は、減少傾向となっています。令和５（2023）年度は、総人口

の 5.31％となっています。 

➢ 療育手帳の所持者数は、増加傾向となっています。令和５（2023）年度は、総人口の

1.10％となっています。 

➢ 精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、増加傾向となっています。令和５（2023）年度

は、総人口の 1.16％となっています。 

 

（資料：福祉課） 

 R1 R2 R3 R4 R5 

身 体 3,422 3,404 3,322 3,254 3,137 

療 育 637 646 627 641 648 

精 神 584 626 631 698 685 

合 計 ① 4,643 4,676 4,580 4,593 4,470 

総人口 ② 61,642 60,900 60,544 59,850 59,028 

総人口に占める

割合 ①／② 
7.44 7.68 7.56 7.67 7.57 
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高齢者福祉 

 

➢ 本市は超高齢化社会（高齢化率 21％超）を迎えており、高齢化率・後期高齢化率は年々上昇

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総務省統計局「国勢調査」及び              

宮崎県統計調査課「現住人口調査」（各年 10月１日現在）） 

 

➢ 高齢化率は、全国、県平均を上回っています。 

➢ 本市では、約３人に１人が高齢者、約５人に１人が後期高齢者となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：全国：総務省統計局「国勢調査」及び「人口推計」（概算値）、 

宮崎県・日向市：宮崎県統計調査課「現住人口調査」） 
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➢ 高齢化率・後期高齢化率は、県内九市と比較すると低い水準にあります。 

 

（資料：宮崎県統計調査課｢現住人口調査｣） 

 

➢ 高齢者単身世帯の割合は、県内９市と比較すると低い水準にありますが、平成 17(2005)年と

令和２(2020)年を比較すると急な上昇がみられます。 

 

（資料：国勢調査） 
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介護給付 

 

➢ 要支援・要介護認定率は、県内９市の中では低い状況ではあるものの、平成 27（2015）年

度まで上昇傾向となっていました。平成 28（2016）年３月の「介護予防・日常生活支援総

合事業」移行により、認定率は低下し、令和元（2019）年度は県内９市で最も低い 13.5％

となっています。 

➢ 介護保険給付費は、令和２（2020）年度まで増加傾向で推移しており、平成 22（2010）年

度から令和２（2020）年度にかけて 1.3倍となりましたが、令和３（2021）年度から減少に

転じています。これは、コロナ禍による介護サービス事業所の休止や利用控えが要因と考え

ています。 

➢ 地域支援事業費は、平成 28（2016）年３月に「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行

したことにより、平成 28（2016）年度に増加していますが、それ以降は横ばいで推移して

います。 

➢ 平成 28（2016）年３月の「介護予防・日常生活支援総合事業」移行以降、要支援・要介護

認定者数は微減傾向にあります。また、近年は要介護・要支援レベル別の認定者数のうち、

要介護２、３、５の認定者数は減少傾向にあり、要介護１、要支援１の認定者数は増加傾向

にあるなど、相対的に軽度の認定者数が微増傾向にあります。 

 

（資料：介護保険事業状況報告） 
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（資料：介護保険事業状況報告） 

 

（資料：介護保険事業状況報告） 
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地域福祉 

 

➢ 市民アンケート調査結果では、地域の生活・福祉課題に対して、「とても関心がある」「ある

程度関心がある」と回答した割合が、全体の 82％と非常に高く、市民の関心の高さが伺え

ます。 

➢ 地域福祉活動を活発にするために必要なことについては、「地域住民同士のつながり」と回

答した割合が全体の 46％、次いで「活動しやすい環境づくり」「イベントの開催や広報啓発

活動」となっており地域組織の充実が求められています。 

＜質 問＞ 

あなたは、地域の生活・福祉課題（孤立化、孤立死、高齢者・児童虐待、老々介護等々…）

に関心をお持ちですか。 

＜回答数＞738 人 

 

 

 

 

 

 

 

＜質 問＞ 

地域の生活・福祉課題を解決するために必要な活動（地域福祉活動）を活発にするために

は、どのようなことが必要だと考えますか。 

＜回答数＞738 人 

 

（資料：日向市地域福祉計画の見直しに伴うアンケート調査結果報告書）  
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生活保護 

 

➢ 生活保護の状況は減少傾向にありましたが、現在はほぼ横ばいで推移しています。扶助額に

ついては減少傾向にありますが、令和２（2020）年度から令和３（2021）年度にかけてはコ

ロナ禍による医療機関への受診控えにより減少額が大きくなっていると考えられます。 

➢ 人口当たりの保護率で県内９市と比較すると、本市は３番目の高さになりますが、県平均を

下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：福祉課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：宮崎県統計年鑑）  
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母子父子世帯の状況 

 

➢ 国勢調査によると、本市のひとり親家庭の推移は、下表のとおりとなっており、増加してい

ます。 

 

 

（資料：国勢調査） 
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合計特殊出生率と出生数の推移 

➢ 平成 29（2017）年の合計特殊出生率は、全国平均は 1.43 で、宮崎県は 1.73 と沖縄県の 1.94

に次ぐ全国第２位で、全国平均を 0.3 程度上回る形で推移しています。 

➢ 本市の平成 25（2013）年から平成 29（2017）年の合計特殊出生率は 1.81 と、県と比較して

高くなっていますが、出生数は平成７（1995）年の 743 人から平成 30（2018）年には 465

人と、37.4％減少しています 

➢ 現在の我が国における人口置換水準※２は概ね 2.07 とされており、将来の人口減少を抑制し

ていくためには、合計特殊出生率の更なる向上が求められます。 

（資料：厚生労働省統計、宮崎県衛生統計年報） 

 

  

年齢別統計表 出生数 年齢別統計表 出生数 

年 齢 女 H29 年 齢 女 H29 

20歳 246 

74 

30歳 291 

186 

21歳 247 31歳 289 

22歳 254 32歳 300 

23歳 242 33歳 280 

24歳 249 34歳 341 

25歳 224 

122 

35歳 342 

111 
26歳 229 36歳 352 

27歳 203 37歳 372 

28歳 266 38歳 385 

1.81 



 

- 25 - 

国民健康保険事業の状況 

 

➢ 国民健康保険の状況は、団塊の世代の方が後期高齢者医療制度へ移行している影響を受け世

帯数及び被保険者数ともに年々減少しており、令和４（2022）年度の被保険者数は平成 30

（2018）年度と比較して 12.9％減少しています。 

➢ 年齢構成をみると、令和４（2022）年度では 65歳から 74歳までの割合が 50.4％に増加し

ており、被保険者の高齢化が進行している状況です。 

➢ 被保険者数の減少や医療の高度化等の要因により、一人当たりの医療費は増加しています。 

※団塊の世代・・・昭和 22（1947）年から昭和 24（1949）年に生まれた世代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国民健康保険事業年報） 

  

64歳以下 65～69歳 70歳以上 合計

平成30年度 8,003 3,523 3,154 14,680 400,679

令和元年度 7,506 3,246 3,378 14,130 414,695

令和２年度 6,996 2,979 3,646 13,621 413,570

令和３年度 6,678 2,822 3,886 13,386 430,386

令和４年度 6,349 2,632 3,812 12,793 437,097

被保険者数(人) 一人当たり医療費
(費用額:円)

8,003 7,506 6,996 6,678 6,349 
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農業の状況 

 

➢ 「農家」は、経営耕地面積が 10a 以上または年間農産物販売金額が 15 万円以上の農業を営

む世帯を指します。「販売農家」は、経営耕地面積が 30a 以上または年間農産物販売金額が 50

万円以上の農業を営む世帯です。 

➢ 平成 17（2005）年と令和２（2020）年を比較すると、農家数は約 32％、販売農家数は約 38％

減少しています。 

➢ 平成 17（2005）年と令和２（2020）年を比較すると、経営耕地面積（総農家）、経営耕地

面積（販売農家）ともに約 28％減少しています。 

 

 

（資料：農林業センサス） 

 

（資料：農林業センサス） 
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農業後継者 

 

➢ 販売農家の経営者の年齢区分の推移をみると、平成 17（2005）年では 60 歳以上が約 64％

でしたが、令和２（2020）年には約 80％となっており、高齢化が急速に進行しています。 

➢ 販売農家の後継者については、平成 17（2005）年では約 37％の経営者が「後継者がいる」

と回答していましたが、令和２（2020）年では約 29％にまで低下しています。 

➢ 農地の集積や鳥獣被害対策等の施策は行っているものの、耕作放棄地は増加しており、今後

も担い手不足による耕作放棄地の増加は進行することが予想されることから、担い手の確

保・育成対策は重要な課題となっています。 

 

（資料：農林業センサス） 

 

（資料：農林業センサス、農業委員会事務局） 
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林業の状況 

 

➢ スギ１㎥当たりの平均単価は、平成 24（2012）年６月に一時 6,000 円台の過去最低価格を

記録しましたが、平成 26（2014）年には、本市に大型製材工場が進出・稼働し、併せて近

隣自治体に木質バイオマス発電所が建設されたことにより、令和２（2020）年度まで、

10,000 円台から 12,000 円台で推移していました。 

➢ 令和３（2021）年度は、コロナ禍による木材輸入量の減少、カーボンニュートラル（ゼロ

カーボン）の推進、国際的な木材需給の増加等により、ウッドショックが発生し、一時

20,000 円台まで高騰しましたが、近年は 13,000 円から 15,000 円台で取引されています。 

➢ 近年は、森林資源が充実し、素材生産が活発化する一方、担い手の減少・高齢化の進行に対

応した再造林の推進や効率的な木材の生産・加工・流通体制の構築が必要となっています。 

 

スギの平均単価 

（単位：円／㎥） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：宮崎県森林組合連合会東郷林産物流通センター共販速報） 
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林業就業者数の推移の状況 

 

➢ 林業就業者数は、概ね横ばいで推移しています。しかし、作業員の高齢化が進行しており、

新規雇用者の拡大とともに、就労条件等の整備・改善、安全な職場環境の充実に努め、定着

率の向上を図る必要があります。 

➢ 幼少期から「森林環境教育」や「木育」を推進するとともに、林業・木材産業の魅力発信等

による就業者の確保や「みやざき林業大学校」等における人材の育成を図る必要がありま

す。 

 

林業就業者の推移 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 
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造林面積の推移 

 

➢ 造林面積は、増加傾向で推移していましたが、令和４（2022）年度は民有保安林の分収造

林契約が少なかったため、減少しています。 

➢ 戦後の拡大造林により、スギ・ヒノキの人工林の約 76％が本格的な収穫期を迎える中、大

型製材工場や木質バイオマス発電所の稼働等による木材需要の拡大に伴い、今後も伐採面積

の増加が見込まれています。 

➢ 林業採算性の悪化、森林所有者の経営意欲の低下などにより、手入れの行き届いていない人

工林や皆伐されたまま植林されずに放置されている森林が増えるなど、森林資源の循環利用

への影響をはじめ、森林の多面的機能の低下が懸念されています。 

（単位：㏊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：耳川広域森林組合日向支所） 
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鳥獣被害の状況 
 

 シカ、イノシシ、カワウ等の有害鳥獣による農林水産物への被害状況については、近年増加

傾向となっています。 

 原因としては、高齢化による猟師の減少や鳥獣個体数の増加、荒廃農地の増加によるものが

大きいと考えられます。 

 農地へのワイヤーメッシュ及び電気柵の設置拡大、有害鳥獣捕獲に対する補助などの取組を

継続して実施していく必要があります。 

 

 
（資料：日向市鳥獣被害防止計画） 
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漁業の状況 

 

➢ 平成 27（2015）年以降、総水揚高は 30 億円前後で推移しており、主に基幹漁業であるマグ

ロ延縄漁が好漁を維持しています。沿岸漁業水揚は減少傾向にあり、藻場の減少などの海況

の変化が要因と考えられます。 

➢ 令和元（2019）年の地元水揚量は、減少しています。これは、時化等の影響による定置網の

破損や操業日数の減少、シラス漁の不漁が一因と考えらます。 

➢ 組合員数は、平成 17（2005）年時点で 404 名でしたが、令和５（2023）年では 213 名と減

少しています。新規就業者が少なく、漁業者の平均年齢の増加が続いており、将来的に継続

が危ぶまれる漁業種もある厳しい状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：日向市漁業協同組合 業務報告書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：日向市漁業協同組合 業務報告書） 
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水揚高内訳の推移 

➢ 平成 27（2015）年度以降、基幹漁業であるマグロ延縄漁は、豊漁が続き高水準で推移して

おり、総水揚高の８割以上を占めています。 

➢ マグロ延縄漁以外では、定置網漁や近海かつお一本釣り漁が増加傾向にありますが、その他

の沿岸漁業は減少傾向にあります。特に、令和元（2019）年度以降、シラス漁の不漁が続

いており、台風など時化の影響が減少の一因と考えられます。 

➢ その他では、養殖イワガキが順調に生産を伸ばしてきており、出荷も増加傾向となっていま

す。 

（単位：百万円） 

 

（資料：日向市漁業協同組合 業務報告書） 

 

（資料：日向市漁業協同組合 業務報告書）  
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事業者数・従業者数 

 

➢ 経済センサスによると、平成 24（2012）年には 3,650 事業所、従業員が 27,018 人であった

ものが、令和３（2021）年には、3,283 事業所、従業員が 27,270 人となり、367 事業所の減

少（－10.05％）、252 人の増加（＋0.93％）となっています。 

➢ 事業所数はやや減少しましたが、従業員数はほぼ変わっていません。 

 

 

（資料：経済センサス） 
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企業誘致 

 

➢ 平成 30（2018）年度から令和３（2021）年度まで、安定した企業誘致件数でしたが、令和４

（2022）年度は１件のみとなっています。 

➢ 企業が進出するための工業用地の空きがほぼ無い状況が続いているため、新たな工業用地の

整備など企業が進出しやすい環境を作ることが必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：商工港湾課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：商工港湾課） 
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男女別産業人口・特化係数 

 

➢ 図表は男女別の産業人口及び特化係数（本市のｘ産業の就業者比率／全国のｘ産業の就業者

比率）をグラフにしたものです。 

➢ 男性では、「製造業」への従事者が最も多く、以下、「建設業」「卸売業、小売業」と続きます。

女性では、「医療、福祉」が最も多く、次いで、「卸売業、小売業」「製造業」となっています。 

➢ 特化係数で見ると、２を上回っているのが、男性の「漁業」「農業、林業」及び女性の「漁業」、

次いで「複合サービス事業」「建設業」が高い値を示しています。一方、「情報通信業」の特化

係数は著しく低い状況となっています。 

 

 

（資料：国勢調査） 
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男女別・年齢階級別産業人口 

 

➢ 図表は、男女別、年齢階級別の産業人口をグラフにしたものです。 

➢ 「農業」「林業」「漁業」などの一次産業分野において従事者の高齢化が顕著に見られ、特に

農業においては、男女とも従事者の 70％以上が 50 歳以上という状況になっています。 

➢ さらに、「運輸業、郵便業」の男性の従事者や「宿泊業、飲食サービス業」の女性の従事者も

60％近くが 50 歳以上という状況になっています。こうした、高齢化率の高い産業について

は、今後の高齢化の進行により、急速に就業者数が減少する可能性が考えられるため、新規

就業者の掘り起こしや後継者の育成など、早急な対応が求められます。 

 

 

（資料：国勢調査） 
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日向市の産業別就業者数 

 

➢ 本市の産業別就業者の状況を見ると、第１次産業が 6.6％、第２次産業が 28.6％、第３次産

業が 64.8％となっており、「製造業」については、全国や県平均よりも割合が高くなっていま

す。 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

  

第１次

第２次

第３次

農・林・漁業

1,896 

7%
建設業等

2,911 

10%

製造業

5,351 

18%

電気・通信・運輸等

1,570 

5%
卸売・小売業

4,155 

14%

金融・保険・不動産

業等

1,385 

5%

宿泊・飲食・娯楽

サービス業等

2,278 

8%

教育・学習支援業

1,161 

4%

医療・福祉

4,828 

17%

その他サービス業

3,333 

12%



 

- 39 - 

産業（大分類）別の従業員数 

 

➢ 「医療、福祉」「サービス業」の分野は従業員が増加していますが、「建設業」「卸売業、小売

業」などの分野は、従業員が減少しています。 

➢ 「医療、福祉」は、高齢化などを背景とした需要増に伴い、従業者数が増加傾向にあるもの

と考えられます。 

 

 

（資料：国勢調査） 
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製造業の状況 

➢ 本市の製造業における従業員数は、平成 26（2014）年と比較して令和２（2020）年は 1,558

人以上増加し、製造品出荷額等は 21 億円増加しています。 

➢ 製造品出荷額等の推移における伸び率は、平成 26（2014）年から令和元（2019）年までに、

木材・木製品製造業が３倍と非常に高くなっています。このことは、順調な企業立地と地元

企業の設備投資が進んだことにより、活発な生産活動に繋がったことが大きな要因です。し

かしながら、令和２（2020）年は、コロナ禍により、出荷額が落ち込みました。 

➢ 令和３（2021）年の製造業の従業員数と製造品出荷額等が県内で４位、従業員一人あたりの

製造品出荷額等は、延岡市、都城市に次いで県内３位、人口１人あたりでは、都城市に次い

で県内２位となっています。 

（単位：人、億円） 

 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

従業員数 5,270 

経済セ

ンサス

のため

未実施 

5,310 5,416 5,389 5,237 5,049 25,028 

製造品出荷額等 合計 1,618 1,749 1,884 2,025 1,969 1,639 10,884 

  食料品製造業 578 556 620 645 610 558 3,567 

  飲料・たばこ・飼料製造業 149 142 126 131 123 131 802 

  木材・木製品製造業 75 80 215 223 226 118 937 

  生産用機械器具製造業 19 19 20 26 25 29 138 

  その他の製造業 8 5 6 6 6 6 37 

（資料：工業統計、国勢調査、経済センサス） 

 

（資料：工業統計、国勢調査、経済センサス）  
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製造品出荷額の推移 

 

➢ 図表は、本市の製造品出荷額の推移を示したものです。細島港を中心とした企業立地の進展

とともに出荷額は増加しており、平成 29（2017）年には 2,026 億円を記録しています。 

➢ 平成 30（2018）年以降は、化学産業をはじめ、食料品産業や木材産業等の出荷額減少の影響

により、全体出荷額も減少傾向にありますが、令和３（2021）年は４年ぶりに増加していま

す。 

 

 

（資料：経済産業省（工業統計、経済構造実態調査）） 
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商業の状況 

 

➢ 平成 26（2014）年から令和３（2021）年にかけて、小売業の事業所数が 18 事業所（－2.94％）

減少し、従業者数は 172 人（47.9％）増加しています。 

➢ 小売業の売り場面積は、40.3％減少しています。比較的規模の小さな小売店の減少が多かっ

たものと考えられます。 

【本市の商業の状況】 

 H26 H28 R3 

小売業 

事業所数 613 639 595 

従業者数（人） 3,591 3,792 3,763 

年間商品販売額（百万円） 64,347 67,634 63,656 

売り場面積（㎡） 112,926 101,708 108,374 

卸売業 

事業所数 164 158 154 

従業者数（人） 1,034 911 961 

年間商品販売額（百万円） 47,449 46,173 56,162 

（資料：商業統計、経済センサス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：経済センサス） 
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産業別の就業状況 

➢ 本市の産業別の就業状況は、第２次産業が減少傾向となっており、第３次産業が増加してい

ます。 

➢ 令和２（2020）年の第２次産業の割合に着目すると、本市が 29.0％、延岡市が 28.3％であ

り、県内９市に比べると高い割合になっています。県北地区は、製造業が盛んであることか

ら、このような傾向となっているものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 
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不足する人材の割合 

 

➢ 図表は、日向市・東臼杵郡における職業別の有効求人倍率をまとめたものです。ほとんどの

職業が有効求人倍率 1.50 を超えており、増加傾向にあります。 

➢ 特に、「建設・採掘」と「保安」は増加幅も大きく、人口減少が進む中でも、次世代を担う人

材の確保や育成が急務となっています。 

 

 

（資料：日向公共職業安定所） 
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就業率 

 

➢ 男性の就業率は、減少傾向となっています。これは、高齢化に伴い、男性人口全体における

就業者数が減少していることが要因と考えられます。特に、団塊の世代の退職が大きな要因

となっています。 

➢ 高齢化に伴い就業者数は減少していますが、女性の就業率は、女性の就労拡大により横ばい

となっています。 

➢ 県や県北地域と比較すると、本市の就業率は、大きな変化はありません。 

 

（資料：国勢調査） 

 

 宮崎県 県北地域 日向市 

H27 

就業率 56.6% 54.6% 56.2% 

男性就業率 64.9% 62.0% 63.4% 

女性就業率 49.4% 46.7% 49.0% 

R2 

就業率 58.4% 56.4% 57.0% 

男性就業率 65.9% 62.5% 63.4% 

女性就業率 52.0% 48.4% 50.6% 

（資料：国勢調査） 
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高校生就職内定状況の推移 

 

➢ 図表は、日向地区にある県立高等学校４校の平成 23（2011）年度から令和５（2023）年度の

就職内定状況の推移を示したものです。近年は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、

市内や県内への就職を希望する学生が増加傾向にあるようです。 

➢ しかしながら、新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行や全国的な人材不足の影響

により、今後は県外への就職を希望する学生が増加することが予想されることから、各教育

機関や地元企業と連携した取組の強化が求められます。 

➢ また、本市には大学などの高等教育機関が無いため、多くの学生が市外に進学していると考

えられます。 

➢ 進学による市外転出は抑制できませんが、大学等を卒業後、地元に戻ってくる環境を整える

ことが重要であると考えられます。 

 

（資料：商工港湾課調査データ（高校への聴き取り）） 
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高齢者の就業 

 

➢ 65 歳以上の就業者数は、65 歳以上の人口増加により、平成７（1995）年と令和２（2020）

年を比べると、男性は 2.2 倍、女性は 2.75 倍増加しています。 

➢ 65 歳以上の男性の就業率は、減少傾向にありましたが、近年大幅に増加しています。65 歳

以上の女性の就業率は、横ばいでしたが、近年増加傾向にあります。 

➢ 本市の高齢者の就業状況は、県や県北の状況との比較では、大きな変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国勢調査） 
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女性の就業 

 

➢ 女性の就業率は、結婚・出産期に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に上昇する、いわゆる

「M 字カーブ」を描く傾向にあると言われています。 

➢ 本市では、平成７（1995）年のデータでは M 字カーブの傾向がありましたが、近年、女性

の社会参画が進む中で、M 字の谷の部分がほぼない状況になっています。 

➢ 平成７（1995）年のデータでは、男性の就業率が 72.6％、女性の就業率が 50.4％で、男女

の就業率には 20％以上の差がありました。 

➢ 令和２（2020）年のデータでは、男性の就業率が 63.4％、女性の就業率が 50.6％となって

おり、男女の就業率の差は 13％程度に縮小しています。しかし、依然として男女の就業率

には、一定の差が存在します。 

 

 

（資料：国勢調査）  
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雇用情勢 

 

➢ 有効求人倍率は、全国、県平均よりも低く、同様に推移しています。平成 22（2010）年以

降、緩やかな景気の回復に伴い上昇を続けており、令和２（2020）年にはコロナ禍により

落ち込みましたが、その後ゆるやかに回復しています。 

➢ 業種別の有効求人倍率では、建設業や医療・福祉の分野での人手不足が顕著になっています

が、女性や若者からのニーズが高い事務系の分野では競争率が高い状況にあり、雇用のミス

マッチが広がっています。 

 

 

（資料：宮崎労働局 職業安定業務統計年報） 
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一人当たりの賃金の推移 

 

➢ 図表は、宮崎県と全国の一人当たりの賃金の推移を示したものです。宮崎県の平均賃金は全

国平均よりも約 100 万円程度低く、令和４（2022）年では全国で第 45 位となっています。 

➢ しかしながら、令和４（2022）年の消費者物価地域差指数（平均＝100）では、宮崎県が 96.1

と全国で最も低く、最も高い東京都の 104.7 と比べると 8.6 ポイントも低くなっており、宮

崎県は、物価も安く生活しやすい環境にありますが、より賃金の高い地域へと人口が流出し

ている可能性が考えられます。 

➢ 25 歳から 29 歳の若年層の賃金は上昇傾向にありますが、いまだ全国平均との格差が存在す

るため、さらなる賃金の改善に取り組む必要があります。 

➢ また、近年では、自分の時間を大切にする求職者も多く、「生活の豊かさ」を確保するために

休日や時間外労働の有無など、「労働条件の改善」や「働きがいのある職場づくり」といった

「雇用の質」を高める取組が求められています。 

 

 

（資料：厚生労働省） 
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中小企業の経営上の障害 

 

➢ 図表は、中小企業における経営上の障害となっている要因をまとめたものです。全国では「販

売不振・受注の減少」が 50.6%で最も高いのに対して、宮崎県では、「人材不足」が 58.6%で

最も高い要因となっており、従業員の確保が大きな課題となっていることが分かります。 

➢ 企業と求職者のマッチングの強化や労働条件の改善など、人材確保の取組が重要であると考

えられます。 

 

 

（資料：宮崎県中小企業団体中央会） 
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市内総生産 

 

➢ 本市の市内総生産は、平成 23（2011）年度に 1,904 億円であったものが、直近の令和２

（2020）年度には 2,092 億円となっており、9.87％増加しています。 

➢ 市内総生産が増加している要因としては、製造業の生産額の大幅な増加が挙げられます。製

造業の生産額は平成 23（2011）年度に 420 億円であったものが、令和２（2020）年度には

591 億円となり、171 億円の増加（1.41 倍）となっています。この増加は、細島港周辺の港

湾地域で、木材関係や化学系といった国内外を支える素材産業の企業誘致や地場企業等の工

場立地の促進が進められた成果と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：令和２年度宮崎県市町村民経済計算） 
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市内総生産と市民所得 

 

➢ 本市の人口当たりの市町村民所得は、平成 28（2016）年度時点で 2,404 千円となってお

り、県内９市中３位となっています。 

➢ 本市の就業者１人当たりの市町村民所得は、7,964 千円となっており、県内９市中２位とな

っています。 

➢ 「人口当たりの市町村民所得」「就業者１人当たりの市町村民所得」はともに県内で高い状

況にありますが、これは企業誘致や地場企業等の工場立地の促進により、企業所得や雇用者

所得が増加していることが要因と考えられます。 

 

                       （単位：千円） 

 
県 県北 日向市 

人口一人当たり市民所得 2,407 2,228 2,404 

就業者当たり総生産額 7,223 7,146 7,964 

（資料：宮崎県統計書(Ｈ28年時点)） 

 

 

（資料：宮崎県市町村民経済計算） 
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産業別市内総生産 

 

➢ 図表は産業別市内総生産の推移を示したものです。本市の市内総生産は、第１次産業が増加

傾向にあり、第２次産業および第３次産業は減少傾向にあります。割合では第３次産業が最

も高い状況です。 

 

 

（資料：宮崎県市町村民経済計算） 
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観光動向 

 

➢ 観光客入込客数は、コロナ禍により、令和元（2019）年の 148 万人から令和３（2021）年

には 81 万人に減少しましたが、令和４（2022）年には前年比 129％の増加で 104 万人と

なりました。 

➢ 観光消費額においてもコロナ禍により、令和元（2019）年の24億9千万円から令和３（2021）

年には 9 億 4 千万円に落ち込みましたが、令和４（2022）年には前年比 194％増の 18 億

4 千万円になりました。 

 

 

（資料：宮崎県観光動向調査） 
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交通事故の発生状況 

 

➢ 市内で発生した交通事故（人身事故）件数及びそれに伴う負傷者数は、令和３（2021）年ま

で減少傾向となっていましたが、以降ほぼ横ばいの状態で推移しています。 

➢ 交通事故に伴う死者数は、令和元（2019）年の３件を除き、年間１～２件発生している状況

です。 

 

 

（資料：宮崎県警察本部交通企画課「署・市町村別の交通事故」） 
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子ども・高齢者の交通事故 

 

➢ 子ども・高齢者が、交通事故の全死傷者数に占める割合を示すグラフです。 

➢ 子どもが交通事故に巻き込まれる割合は、令和４（2022）年を除いて県平均を下回っていま

す。 

➢ 高齢者が交通事故に巻き込まれる割合は、毎年平均を上回っています。 

 

 

（資料：宮崎県警察本部交通企画課「署・市町村別の交通事故」） 

 

 

（資料：宮崎県警察本部交通企画課「署・市町村別の交通事故」）  
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人口 10 万人あたりの犯罪認知件数、市の刑法犯の状況 

 

➢ 市内で発生した刑法犯の総数は、年々減少傾向にありましたが、令和５（2024）年から増加

に転じました。人口 10 万人あたりの刑法犯件数は、令和５（2024）年にはワースト３位とな

っており、県内で常にワースト３位以内を推移している状況にあります。 

➢ 令和５（2023）年における市の刑法犯の状況は、空き巣 ・忍込みの発生件数は減少しました

が、その他の犯罪は増加し、中でも自転車盗難が大きく増加しています。 

 

 

 

 
（資料：宮崎県警察ホームページ『宮崎県の犯罪率』） 

 

市の刑法犯の状況 

（資料：日向警察署生活安全課提供） 

  

499.2

329.3
311.9

283.4 279.6

346.6

0

100

200

300

400

500

600

宮崎市 日向市 延岡市 門川町 都城市 宮崎県平均

令和4年犯罪率（人口10万人あたりの犯罪認知件数）

 刑法犯 

総数 

主な内訳 

万引き 
自転車 

盗難 

空き巣 

忍込み 

器物 

損壊 

車上 

狙い 
詐欺 

R4年 192 50 28 2 16 4 4 

R5年 244 57 47 1 23 5 11 
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将来の救急需要 推移予測 

 

➢ 令和元（2019）年から令和５（2023）年までの救急件数データを基にし、令和 27（2045）

年までの救急需要の推移予測を表にしました。人口に関しては宮崎県推計人口を基にしてい

ます。 

➢ 本市の総人口は既に減少傾向にあるため、救急件数についても減少傾向になると考えられま

す。 

➢ 高齢化に伴い、救急搬送患者の年齢分布でも高齢者の割合が増加傾向になると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：宮崎県推計人口） 
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南海トラフ地震津波浸水 

 

南海トラフ地震津波浸水想定図 

 

（資料：宮崎県津波浸水想定区域図（宮崎県）） 
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生活排水処理率 

 

➢ 本市の令和４（2022）年度末の生活排水処理率は、82.5％で、県平均 84.8％に比べて低い状

況にあり、県内９市で比較すると、宮崎市、延岡市、都城市に次いで４番目の処理率となっ

ています。 

➢ そのため、生活環境の改善や水質保全の観点から処理率の向上を図る必要があります。 

 

（単位：人、％） 

市町村名 
住基人口 

R5.3.31 

水洗化 

人口 

公共下水道

水洗化率 

① 

農業集落 

排水等 

水洗化率② 

合併処理 

浄化槽等 

水洗化率③ 

生活排水 

処理率 

①＋②＋③ 

日向市 59,028 48,674 54.8 3.6 24.0 82.5 

宮崎市 397,898 378,550 86.4 2.8 5.9 95.1 

延岡市 116,704 106,817 75.0 3.7 12.9 91.5 

都城市 160,585 132,805 37.1 5.5 40.1 82.7 

西都市 28,645 23,367 48.2 5.9 27.5 81.6 

小林市 43,147 32,081 20.2 9.4 44.7 74.4 

えびの市 17,682 12,677   71.7 71.7 

串間市 16,845 11,008 16.1 2.7 46.5 65.3 

日南市 49,546 30,380 33.5 1.2 26.7 61.3 

宮崎県 1,061,980 900,332 56.3 3.7 24.8 84.8 

（資料：宮崎県ホームページ 生活排水処理の現状） 

生活排水処理率 

 

（資料：宮崎県ホームページ 生活排水処理の現状）  
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汚水処理人口普及状況 

 

➢ 本市の令和４（2022）年度末の汚水処理人口普及率は、86.095％で、県平均 89.164％に比

べて低い状況にあり、県内９市で比較すると、宮崎市、延岡市、都城市に次いで４番目の普

及率となっています。 

➢ 国の方針である令和８（2026）年度までの汚水処理施設の概成を目指すため、宮崎県生活

排水対策総合基本計画において、令和 12（2030）年度における本市の汚水処理人口普及率

を 92.7％に達成させることを目標として掲げています。 

➢ 本市では令和５（2023）年度において下水道全体計画の見直しを行い、今後は合併浄化槽

への転換促進を図りながら汚水処理人口普及率の向上を目指す必要があります。 

 

汚水処理人口普及状況（令和５年３月末現在） 

区分 
人口 

① 

汚水処理人口 

② 

汚水処理 

人口普及率 

②／① 

内訳 

公共下水道 
農業集落 

排水施設 

合併処理 

浄化槽 

日向市 59,028 50,820 86.095% 58.931% 4.178% 22.986% 

（資料：宮崎県ホームページ 下水道普及状況） 
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ごみ排出量とリサイクル率の状況 

 

➢ 令和３（2019）年度の１人１日当たりのごみ排出量は、県平均が 961gとなっています。本市

は 975gとなっており、県平均をやや上回っています。 

➢ リサイクル率は、県平均が 17.2％となっており、本市は 19.0％と県内９市の中では、小林市、

日南市、都城市に次いで４番目に高くなっています。 

 

 

（資料：環境省 令和４年度一般廃棄物処理事業実態調査結果（令和３年度実績）） 
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公害 

➢ 本市では、公害に関する苦情が占める割合は、約 53％となっていますが、そのうちの大半は、

畜産業を原因とする悪臭苦情と廃棄物の不法投棄になっています。 

➢ 公害苦情の「その他」は、空き地の草木類の未管理や野外焼却による煙害などとなっていま

す。 

➢ 事業所が原因の公害に対する苦情に比べ、近隣住民同士の関係の希薄化による苦情が多くな

って事業所からの公害に対する苦情に比べ、近隣住民の関係の希薄化による苦情が多くなっ

ており、行政職員からの指導を求めるケースが増えています。 

 

（資料：宮崎県環境白書（2022度版）） 

 

（資料：環境政策課） 
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環境美化活動 

 

➢ クリーンアップ日向については、令和２（2020）年度はコロナ禍、令和４（2022）年度は台風

14号の影響により中止となりました。令和５（2023）年度は、３海岸４会場で実施したほか、

同日に実施した地区独自の取組も実績数に反映しています。 

➢ ボランティア清掃活動への支援実績をみると、回収量は、令和元年度をピークに減少傾向に

あります。 

 

（資料：環境政策課） 

 

（資料：環境政策課）  
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公害苦情件数の推移 

 

➢ 生活環境に係る代表的な公害に関する苦情件数は、下図グラフのとおりですが、近年多く寄

せられている苦情は畜産業（鶏舎等）に対する悪臭問題が高い傾向にあります。 

 

 

 

（資料：環境政策課） 
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温室効果ガスの排出量の推移 

 

➢ 令和５（2023）年２月に「日向市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、令和 32（2050）年まで

に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこととしています。 

➢ 「日向市地球温暖化防止対策実行計画（事務事業編）」に基づき、市の全ての事務及び事業か

ら排出される温室効果ガスの削減に取り組んでいます。 

➢ 市の全ての事務及び事業における二酸化炭素排出量は、平成 30（2018）年度の 7,779t－CO2

から令和３（2021）年度の 4,918t－CO2 までは、年々減少していましたが、令和４（2022）

年度には、5,831t－CO2と増加しております。二酸化炭素排出量の約 84％は電気の使用によ

るものであり、次いで下水の処理が約４％となっています。 

 

温室効果ガスの排出量の推移（平成 30年度～令和４年度） 

（単位：t－CO2）   

項  目 
H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 

二酸化炭素 7,779 6,111 5,721 4,918 5,831 

メタン 131 131 129 129 125 

一酸化窒素 214 216 211 212 206 

ハイドロフルオロカーボン類 3 3 3 3 3 

合  計 8,127 6,461 6,064 5,262 6,165 

 

（資料：環境政策課）  
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住宅・空き家 

 

➢ 住宅・土地統計調査の結果によると、市内の空き家数は年々増加傾向にあります。 

➢ 県の空き家率は 15.4％で、全国の空き家率 13.6％を上回っております。 

➢ 本市の空き家率は 12.9％で、県内９市では宮崎市とともに一番低い空き家率ですが、調査の

回を追うごとに上昇しています。 

 

日向市の住宅・空き家の状況 

 総住宅数 

（戸） 

空き家数 

（戸） 

空き家率 

（％） 

空き家の内訳 その他の 

空き家率 

（％） 

二次的 

住宅 

賃貸用 

住宅 

売却用 

住宅 

その他の 

住宅 

H20 27,980 3,020 10.8% 210 1,150 40 1,630 5.9% 

H25 28,250 3,480 12.3% 280 1,320 100 1,790 6.3% 

H30 28,860 3,720 12.9% 120 1,380 60 2,170 7.5% 

（資料：住宅・土地統計調査） 

全国及び宮崎県並びに県内９市の住宅・空き家の状況 

 総住戸数 

A 

空き家数 

B 

その他の空き家

C 

空き家率 

D 

D=B÷A 

その他の空き家率 

E 

E=C÷A 

全 国 62,407,400 8,488,600 3,487,200 13.6% 5.6% 

宮崎県 546,400 84,200 49,900 15.4% 9.1% 

宮崎市 203,290 26,190 10,340 12.9% 5.1% 

都城市 87,150 16,670 11,820 19.2% 13.6% 

延岡市 59,820 8,510 4,240 14.2% 7.1% 

日南市 27,180 5,100 3,710 18.7% 13.6% 

小林市 23,280 4,060 3,160 17.5% 13.6% 

日向市 28,860 3,720 2,170 12.9% 7.5% 

串間市 10,010 2,330 1,970 23.2% 19.6% 

西都市 14,680 2,430 1,610 16.6% 11.0% 

えびの市 11,650 2,430 1,610 19.3% 14.3% 

（資料：平成 30 年住宅・土地統計調査） 

※住宅・土地統計調査は抽出調査（地区を抽出し、地区内でさらに調査住宅を抽出）であり、空き家数等は推

計値となります。 

※空き家には、別荘、空室の賃貸住宅、分譲住宅等が含まれています。 
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新築住宅着工 

➢ 住宅着工戸数の減少とともに持家の着工戸数も減少傾向が表れています。 

➢ 令和４（2022）年度の着工件数のうち持家の割合は、全国平均より３％高い 62％となってい

ます。人口の多い都市の方が、貸家の割合が高い傾向が見えます。 

 

（資料：宮崎県 HP「新設住宅着工統計資料」） 

 

（資料：宮崎県 HP「新設住宅着工統計資料」、国土交通省 HP「建築着工統計調査報告」） 
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港湾 

 

➢ 令和４（2022）年度のコンテナ取扱量は、25,139TEU（速報値）で推移しており、昨年と比

較して 3,000TEU 減少しました。また、平成 28（2016）年の水準（32,795TEU）より約

7,656TEU 減少しています。 

➢ 減少の主な要因は、輸移入後の空コンテナを元の港に戻さず、輸移出コンテナとしての転用

を図った結果、空コンテナの取扱量が減少したことであると分析しています。 

➢ 近年のコンテナ輸送の動向として、2024 年問題によるトラックドライバー不足、輸送生産性

の向上、港の渋滞緩和、CO2 排出量削減等の観点より、コンテナ輸送後の空コンテナと貨物

のマッチングを図るなど、空コンテナの輸送を極力減らす傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：みやざきの港 2023） 
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地域公共交通網（バス） 

 

➢ バスについては、宮崎交通㈱が本市と門川町、延岡市を結ぶ路線と市内東郷地区及び諸塚村、

美郷町を結ぶ路線を運行しているほか、沿線自治体で共同運行する小原線や市内を運行する

本市のコミュニティバスにより、市民の移動手段を確保しています。 

➢ 近年の人口減少等やコロナ禍により、利用者が減少しており、路線の維持が困難な状態とな

っています。 

➢ 特に、中山間地域においては、高齢者に対応した移動手段の確保が必要不可欠な状態である

ことから、交通事業者と連携した地域公共交通網の充実を図る必要があります。 

 

市内の地域公共交通網 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：総合政策課） 
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宮崎県の高規格道路網図 

 

 

（資料：宮崎県高速道対策局） 
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公共交通（JR） 

 

➢ 本市東部を縦断するように JR 日豊本線が南北に運行しており、北は大分方面、南は宮崎方

面へとつながっています。 

➢ 日向市駅の乗車人員は、平成 26（2014）年３月に東九州自動車道「延岡～宮崎」間が開通し

たことにより、若干の減少傾向となり、コロナ禍により令和２（2020）年度から約２割減少

しています。 

➢ JR 日豊本線は、通勤、通学、観光など、多様な目的に利用されている広域移動の骨格となる

公共交通となるため、利用促進などを図り、路線を維持することが必要です。 

 

 

 

（資料：総合政策課） 
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中心市街地における市民企画によるイベント回数 

 

➢ 平成 30（2018）年度末に日向市役所新庁舎が完成し、庁舎１階「市民ホール」でもイベント

等が開催できるようになりました。これにより日向市駅から日向市役所までがひとつの賑わ

い空間として強化されています。 

➢ しかし、コロナ禍により日向市駅構内ステーションギャラリーや市民ホールでの展示を除き、

多人数が密になるような市民企画イベント等が中止や延期、規模縮小となり、回数や集客数

が大きく基準値を下回りました。令和５（2023）年５月に感染症法上５類に移行したことに

より、コロナ禍以前の賑わいが戻ってきています。 

➢ 日向市中心市街地イベント連絡協議会は、イベント開催団体等と連携し一体的な情報発信や

ルールづくり等を行い、更なる賑わいの創出を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：中心市街地活性化推進室） 
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土地区画整理事業（日向市駅周辺・財光寺南）施行区域内における建築件数の推移 

 

➢ 土地区画整理事業の施行により、コロナ禍においても未利用地の解消と良好な住環境の整備

が安定的に図られ、地域経済への波及効果につながっています。 

➢ 市全体における令和元（2019）年度から４（2022）年度までの土地区画整理事業による建築

件数の割合は、平均で約 25.7％ですが、令和５（2023）年度は１月末現在で既に約 30.4％と

なっており、本事業による効果の大きさが分かります。 

➢ 新築が行われることにより、定住者の増加による消費行動や建築関連業種（木材、内装、設

備、家電、生活用品等）をはじめ、様々な業種に消費が波及しています。 

 

 

建築件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：宮崎県 HP（新設住宅着工統計資料：一戸建のみ）、 

日向市（土地区画整理法第 76 条申請実績）） 
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建物移転数の進捗率の推移（財光寺南土地区画整理事業） 

 

➢ 建物移転が必要な棟数に対して、移転が完了した棟数の割合を示します。 

➢ 次年度以降においても事業費の確保に努め、建物移転を優先しながら、道路等の整備を進め、

早期の事業完了を目指します。 

 

建物移転進捗率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：市街地整備課） 
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DID（人口集中）地区内に立地している小学校児童数の推移 

 

➢ 財光寺南土地区画整理事業の進捗により、未利用地が解消され、良好な市街地形成が図られ

る中、転入者の定住化が進行していることから、少子化にあっても、地区内の児童数は、ほ

ぼ横ばいまたは緩やかな減少傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：学校教育課） 
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自治会 

 

➢ 本市の現住人口に基づく世帯数は、国勢調査の結果が反映される年度には減少するものの、

基本的には増加傾向にあります。 

➢ 一方で、区加入世帯数は減少しているため、区加入率も減少傾向にあります。 

➢ 本市の自治会加入率は、県内９市の平均をやや上回っています。 

➢ アパート等の単身世帯や新興住宅地が多く、人口が多い都市は、加入率が比較的低い状況と

なっています 

 

 

（資料：地域コミュニティ課） 
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県内９市 自治会等加入率（令和５年４月１日現在） 

市町村名 
全世帯数 

Ａ 

自治会等 

呼称 組織数 
加入世帯数 

Ｂ 

加入率(％) 

Ｂ／Ａ 

宮崎市 186,949 自治会 717 93,590 50.1 

都城市 71,706 自治公民館 300 40,060 55.9 

延岡市 51,112 区 386 36,211 70.8 

日南市 21,518 自治会 153 18,330 85.2 

小林市 19,064 区 57 11,599 66.5 

日向市 25,092 区 97 15,733 62.7 

串間市 7,005 自治会 153 5,810 82.9 

西都市 11,796 区 70 9,852 83.5 

えびの市 7,704 自治会 64 6,199 80.5 

合 計 401,946  1,997 237,384 59.1 

※加入率は、世帯数の算定方法等が違うため、参考値としてお取扱いください。 

（資料：R5自治会等の組織に関する調査（宮崎県市町村課）） 
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NPO 法人 

 

➢ 本市に主たる事務所を置く NPO 法人は、令和２（2020）年１月末では 20 法人でした。そ

の後増減がありましたが、令和６（2024）年１月末でも 20 法人となっています。 

➢ 各法人の主な活動内容については、約半数が福祉分野を中心に活動していますが、教育・子

育て、環境保全などの分野で活動している法人も増えています 

 

 

 

（資料：宮崎県生活・協働・男女参画課（R６年１月現在）） 

 

分野別 NPO法人の状況 

分野 法人数 

福祉 12 

教育・子育て 2 

環境 4 

スポーツ 2 
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移住 

 

➢ 令和３（2021）年 12 月に「定住促進方針」を策定し、サーファーや子育て世代をターゲット

とした移住促進事業に取り組んでいます。平成 28（2016）年度から令和５（2023）年度まで

の移住者は 825 人となりました。 

➢ 移住者数は年々増加傾向となっており、特に、コロナ禍による地方移住に対する関心の高ま

りから、令和３年(2021 年)には 189 人の移住者数となりました。 

 

 

（資料：総合政策課） 
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公共施設 

 

➢ 市が保有している公有施設（建物）は、令和４（2022）年末現在で、342 施設 809 棟あ

り、総延床面積は約 30 万 m2となっています。 

 

公共施設の用途別の保有状況 

施設分類 主な施設 施設数 建物数 
延床面積

（㎡） 

構成率

（％） 

庁舎 日向市役所、東郷総合支所等 4 11 17,379.98 5.7 

消防施設 消防署、分遣署、消防団機庫等 54 58 5,862.81 1.9 

その他公用施設 倉庫 3 3 155.92 0.1 

福祉施設 ひまわり寮、鈴峰園、市立保育所等 27 33 13,228.44 4.3 

保健衛生施設 
健康管理センター、東郷町保健福祉総合センタ

ー、初期救急診療所 
3 5 2,288.69 0.7 

環境衛生施設 
財光寺汚泥処理場、一般廃棄物最終処分場汚水処

理施設等 
5 9 2,337.00 0.8 

農林水産業施設 
畜産資源リサイクルセンター、農産加工施設、農

村公園トイレ等 
17 22 3,583.79 1.2 

商工観光施設 
牧水公園（コテージ等）、日向サンパーク温泉、

ビーチハウス、観光施設トイレ、ＩＴセンター等 
22 76 8,857.25 2.9 

学校施設 
市立幼稚園、小学校、中学校、教職員住宅、学校

給食センター 
55 253 103,406.17 33.8 

教育施設 

文化交流センター、図書館、お倉ヶ浜総合公園、

大王谷運動公園、体育センター、武道館、中央公

民館等 

33 61 30,622.61 10.0 

都市計画施設 都市公園トイレ等 55 62 588.58 0.2 

公営住宅施設 市営住宅 26 135 91,753.41 30.0 

公営事業施設 
権現原浄水場、浄化センター、農業集落排水処理

施設、東郷病院等 
16 40 17,252.43 5.6 

その他公共用財産 まちづくり事務所、仮設住宅等 15 24 3,866.14 1.2 

その他普通財産 放送大学宮崎学習センター等 7 17 5,076.02 1.6 

合 計 342 809 306,259.24 100.0 

（資料：資産経営課） 
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公共施設 

 

➢ 用途別の内訳を延床面積の割合でみると、学校施設、公営住宅、公民館等の教育施設で

全体の約 74％を占めています。 

 

 

公共施設の用途別の保有状況（面積別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：資産経営課） 
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公共施設 

 

➢ 保有する公共施設（建物）を築年度別に見ると、特に 1970 年代から 1980 年代（昭和

40 年代から同 60 年代）までに整備された施設が多く、高度経済成長と人口増加を背景

に、学校施設、公営住宅など、様々な公共施設の整備が進められてきました。 

➢ 平均築年数は、約 38 年であり、今後 10 年間で延床面積にして約 20％、20 年間だと約

50％が耐用年数 60 年を経過します。 

 

 

公共施設（建物）の築年度別の整備状況 

 

（資料：資産経営課） 
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公共施設 

 

➢ 現在、市が保有している公共施設（建物）のすべてを現在の規模で将来にわたり維持し

ていくことを前提とし、今後 40 年間の回収更新費用を推計すると 1,298 億円となり、

１年あたり約 32.4 億円が必要になると予測されています。 

 

 

公共施設（建物）の更新費用の推計 

 

（資料：資産経営課） 
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公共施設 

 

➢ 公共施設（インフラ施設）の更新費用の推計を示したものです。今後 40 年間のインフ

ラ施設の改修・更新費用は、約 1,357 億円で、１年当たり 33.9 億円が必要になると予

測されます。 

 

公共施設（インフラ施設）の更新費用推計 

 

（資料：資産経営課） 

  

総整備所要額
１年あたり
所要額

推計期間

実延長 575,197 ｍ

面積 3,680,979 ㎡

実延長 10,508 ｍ

面積 40,212 ㎡

実延長 5,335 ｍ

面積 35,434 ㎡

570.0億円 14.2億円

管延長 493,809 ｍ 509.5億円 12.7億円

管延長 280,035 ｍ 277.8億円 6.9億円

787.3億円 19.6億円

1,357.3億円 33.9億円

項目 数量

小　計

上水道
（簡易水道含む）

下水道
（公共下水道・農業集落排水）

小　計

合　計

道路

一般道路

464.2億円 11.6億円
自転車
歩行者道

橋りょう 105.8億円 2.6億円

40年間
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財政力指数 

 

➢ 財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で

除して得た数値の過去３年間の平均値です。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留

保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえます。 

➢ 基準財政収入額と基準財政需要額ともに増加傾向にあるため、今後も現在の水準での推移が

見込まれます。 

➢ ■ 財政力指数の推移 

➢  

（資料：総務省公表_決算カード） 

 

■ 県内９市との財政力指数の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

（資料：総務省公表_決算カード）  
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基金 

 

➢ 基金には、地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金のほ

か、特定の目的のために財産を維持し資金を積み立てるための特定目的基金（退職手当基金、

公共施設整備等資金積立基金など）があります。 

➢ 基金残高については、平成 27（2015）年度以降は、合併特例期間の終了に伴う普通交付税の

段階的減額や新庁舎建設事業の影響などにより減少していましたが、令和元（2019）年度以

降は、普通交付税の追加交付のほか、今後見込まれる公共施設の老朽化の進行に伴う改修・

更新に対応するための積み立てなどにより増加しています。 

➢ 少子高齢化の進行に伴う扶助費の更なる増加や公共施設の老朽化への対応などが見込まれる

中、適切な基金残高の確保が求められます。 

 

■ 基金残高の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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■ 県内９市との市民１人あたり基金残高の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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地方債 

 

➢ 地方債とは、主に公共事業や災害復旧事業など、単年度に多額の財源を必要とする事業につ

いて、必要とする資金を外部から調達することによって負担する債務です。また、元利償還

金の支払いという形で当該事業に係る財政負担について、現世代から将来世代まで公平に負

担するという調整機能を有しています。 

➢ 地方債残高については、毎年度の元金償還以内の新規の借り入れとする取組の継続により減

少しています。 

➢ 今後見込まれる公共施設の改修・更新に対応しながら、将来世代に過度の負担を残さないよ

う計画的な借り入れに努める必要があります。 

 

■ 地方債残高の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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■ 県内９市との市民１人あたり地方債残高の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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経常収支比率 

 

➢ 経常収支比率は、地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、毎年度経常的

に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心

とする毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）の合計額に占める割合です。 

➢ 少子高齢化の進行による扶助費の伸びなどの影響により、経常的経費は増加傾向にあります

が、普通交付税の追加交付などによる経常一般財源の動向により、令和３（2021）年度及

び令和４（2022）年度の経常収支比率は減少しています。 

➢ 制度変更に伴う人件費や物価高騰の影響による物件費の増加など、今後も経常的経費の増加

が見込まれることから、慎重な財政運営が必要です。 

 

■ 経常収支比率の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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■ 県内９市との経常収支比率の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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実質公債費比率、将来負担比率等の比較 

 

➢ 実質公債費比率は、当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金

の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、元利償還金などの減少はあるものの、標準

財政規模の減少の影響による増加が見られます。 

➢ 将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方

公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対す

る比率で、新庁舎建設事業の影響があったものの、地方債残高の減少に伴い、これまで減少

してきました。 

➢ 地方債残高は一定の水準まで減少する見込みではありますが、公共施設の改修・更新への対

応や標準財政規模の動向などの影響により、今後の将来負担比率は、増加していくことが予

想されます。 

 

■ 実質公債費比率・将来負担比率の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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■ 県内９市との実質公債費比率の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 

 

■ 県内９市との将来負担比率の比較（令和 4（2022）年度決算） 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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歳入 

 

➢ 地方税が固定資産税の増加などの影響により増加する一方で、連動する形で普通交付税が減

少傾向にあります。 

➢ 令和２（2020）年度以降は新型コロナウイルス感染症対策に係る補助金等の影響により、国

庫支出金が大きくなっています。 

 

■ 歳入決算額の推移 

 

   （資料：総務省_地方財政状況調査） 
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年度別市税決算額の推移 

 

➢ 市税収入は、全体的に増加傾向にあり、様々な要因があると考えられますが、本市の個人市

民税等の伸びから判断して、緩やかな景気回復の影響が考えられます。 

➢ 固定資産税の市全体での土地の評価額は、商業地が若干の下落傾向にありますが、住宅地は

横ばいか上昇しています。家屋については、新増築家屋の増加や非木造家屋の若干の増加に

より、税収増となっています。償却資産については、大規模太陽光発電設備等の設備投資が

みられました。 

➢ 軽自動車税については、平成 28（2016）年度に税率の改正もあり、増加傾向にあります。 

 

 

（資料：日向市歳入歳出決算書）  

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

市民税（個人） 2,261,978 2,324,852 2,386,401 2,354,681 2,511,692 2,448,071 2,448,575

市民税（法人） 627,701 650,307 690,340 664,825 547,512 635,027 920,320

固定資産税 3,698,629 3,846,802 3,991,912 4,163,344 4,287,241 4,414,280 4,473,560

軽自動車税 194,735 199,990 205,539 213,524 222,091 227,799 234,629

たばこ税 501,952 481,660 480,394 485,625 470,804 507,122 537,760

決 算 額 7,284,995 7,503,611 7,754,586 7,881,999 8,039,340 8,232,299 8,614,844
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個人市民税の課税状況 

 

➢ 生産年齢人口（15歳～64歳の人口)の減少に伴い、令和５（2023）年度で 24億 7千万円だ

った個人市民税額は、今後減少していくことが予想されます。 

 

年齢階級 
人口 

（ａ）[人] 

課税者数

（ｂ） 

[人] 

課税者割合 

（ｂ/ａ） 

[％] 

階級ごとの 

市民税総額（円） 

一人当たりの 

年税額（円） 

0～4 歳 2,133 0 0.0% 0  

5～9 歳 2,604 0 0.0% 0  

10～14 歳 2,936 0 0.0% 0  

15～19 歳 2,740 176 6.4% 6,554,100 37,239.2 

20～24 歳 2,282 1,353 59.3% 82,509,400 60,982.6 

25～29 歳 2,418 1,861 77.0% 134,369,300 72,202.7 

30～34 歳 2,490 1,869 75.1% 151,515,700 81,067.8 

35～39 歳 3,041 2,294 75.4% 195,646,000 85,286.0 

40～44 歳 3,663 2,920 79.7% 274,518,700 94,013.3 

45～49 歳 4,232 3,386 80.0% 339,355,000 100,223.0 

50～54 歳 3,679 2,864 77.8% 319,669,800 111,616.6 

55～59 歳 3,587 2,672 74.5% 290,932,800 108,882.0 

60～64 歳 3,896 2,560 65.7% 236,817,400 92,506.8 

65～69 歳 4,466 2,296 51.4% 174,908,400 76,179.6 

70～74 歳 5,129 1,925 37.5% 126,743,600 65,840.8 

75～79 歳 3,546 1,024 28.9% 63,346,700 61,862.0 

80～84 歳 2,828 613 21.7% 37,082,600 60,493.6 

85～89 歳 2,144 432 20.1% 27,967,200 64,738.9 

90 歳～ 1,576 251 15.9% 12,409,600 49,440.6 

  59,390 28,496 48.0% 2,474,346,300 86,831.4 

（資料：税務課） 
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市税収納率の推移 

 

➢ 「市税」については、税負担の公正・公平性の確保の観点から、的確に課税客体を把握し、

早期の滞納処分に取り組むなどの債権管理に努めたことにより、収納率は令和２（2020）

年度を除き上昇しています。 

 

 

（資料：税務課） 
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歳出（目的別） 

 

➢ 少子高齢化の進行に伴い、民生費の占める割合が大きくなっています。 

➢ 総務費については、平成 29（2017）年度の新庁舎建設事業や令和２（2020）年度の新型コ

ロナウイルス感染症に伴う特別定額給付金（10万円一律給付）の影響により、大きく増加

しています。 

 

■ 歳出（目的別）決算額の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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歳出（性質別） 

 

➢ 扶助制度変更や少子高齢化の進行の影響により、人件費や扶助費が増加するとともに、物価

高騰などの影響により、物件費についても増加傾向にあります。 

➢ 令和２（2020）年度の補助費等の大幅な増加については、新型コロナウイルス感染症に伴う

特別定額給付金（10 万円一律給付）によるものです。 

➢ 平成 29（2017）年度の普通建設事業費の増加については、新庁舎建設事業によるものです。 

 

■ 歳出（性質別）決算額の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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職員数 

➢ 民間活力の導入による業務の効率化など、行財政改革大綱に基づく実施計画を着実に実行す

ることにより、普通会計の職員数は、ほぼ横ばい状態です。 

➢ 人口当たりの職員数で比較すると県内９市では４番目に少ない状況です。（平均値 約 9.6人） 

■ 普通会計職員数の推移 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 

 

■ 県内９市との市民千人あたり普通会計職員数の比較 

 

（資料：総務省_地方財政状況調査） 
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ふるさと日向市応援寄附金 寄附件数及び金額の推移 

 

➢ 令和４（2022）年度は、8 億 2 千万円を超えるふるさと納税制度による寄附がありました。

返礼品事業者と返礼品数を増やしたことで、より多くの寄附者の関心を得られたことが要因

であると考えられます。 

➢ ふるさと納税でいただいた寄附の使い道について、ダイレクトメールやリーフレットで寄附

者に報告する取組を継続して行っています。 

 

 

（資料：ふるさと物産振興課） 

 

H30 R1 R2 R3 R4

寄附金額 252,566,000 634,432,000 605,453,688 657,651,000 825,658,000

件数 14,950 30,683 32,743 37,153 46,721
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